
 

 

議員提案政策条例の規定による施策等の実施状況及び成果に関する報告書 
 

１ 条例の基本事項 

条例の名称 茨城県薬物の濫用の防止に関する条例 

担当課（室） 薬務課 公 布 日 平成 27 年６月 23 日 

報告の根拠 茨城県薬物の濫用の防止に関する条例第 20 条の規定 
 

２ 条例の概要・施策体系図・推進体制等 

（１）条例の概要・施策体系図 
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（２）推進体制 
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（３）条例制定後の主な取組 

 

①薬物濫用による危害防止のための県民への情報提供（第７条関係） 

 
 ○「ダメ。ゼッタイ。」普及運動（６２６ヤング街頭キャンペーン開催状況） 

年度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

開催場所数 

啓発人員 

15 

19,714 

15 

16,771 

16 

19,030 

15 

18,900 

0 

0 

1 

1,000 

1 

1,000 

12 

11,450 

  ※R2 年度～R4 年度は新型コロナウイルス対策として中止又は限定開催 

  ※他に全国高等学校野球選手権県予選大会会場（５カ所）や茨城空港で横断幕掲示 

 

○麻薬・覚醒剤・大麻乱用防止運動（１０／１～１１／３０） 地域啓発活動 

年度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

開催場所数 

啓発人員 

26 

32,780 

34 

37,464 

30 

43,446 

28 

38,920 

2 

260 

3 

314 

12 

11,137 

18 

11,100 

  ※地域の産業祭などでキャンペーンを実施 

  

○不正けし抜去状況  

年度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

抜去か所数 180 230 172 184 161 129 80 133 

抜去本数 15,088 19,269 16,175 19,737 20,580 14,670 6,133 9,675 

 

②学校等における教育及び県民に対する啓発（第８条関係） 

○公立学校における薬物乱用防止教室開催率の推移（単位：%） 

年度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

県立高校 94.8 100 100 100 73.7 92.8 98.9 100 

公立中学校 99.1 100 98.2 95.0 77.1 90.8 95.2 98.7 

公立小学校 90.5 95.0 92.6 93.1 76.4 82.6 90.4 91.7 

全 体 93.9 97.0 95.1 94.5 76.2 86.2 92.8 92.9 

 

③薬物依存からの回復を支援するための相談及び治療体制整備（第９条関係） 

 
 ○薬物相談件数 

年度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

茨城県 207 220 519 250 166 172 196 283 

内
訳 

保健所 152 138 433 128 58 38 30 132 

精神保健福祉センター 55 82 86 122 108 134 166 151 

   ※その他、ＳＮＳを活用した相談窓口、子どもや女性専用の相談窓口などを設置 

 

④知事指定薬物の指定（第 10 条・第 11 条関係） 

 
 ○知事指定薬物の指定状況 

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 合計 

指定数 23 14 16 14 15 17 16 15 15 145 

   ※指定にあたっては、学識経験者５名で構成される茨城県薬物指定審査会（平成 27

年度～）の答申を受けている。「知事指定薬物」として指定することにより県独自

の規制を行う。 

   ※大臣による指定が行われると、知事指定薬物としては解除される。 
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⑤知事指定薬物の製造、販売、所持、使用等の禁止、立入検査等 

（第 12 条・第 13 条関係） 

 
 ○知事指定薬物等を業務上取り扱う場所（危険ドラッグ販売店等）に対する県警と薬務課麻

薬取締員との合同立入検査（令和５年度～） 

県警と危険ドラッグ販売店等に関する情報を共有し、店舗管轄警察署と合同で立入を

実施し、知事指定薬物を含む規制制度の説明、薬務課 HP の周知を行っている。販売され

ていた場合は、速やかに店頭から撤去するように指示。 

【対象店舗】５店舗（R6.3.31 時点） 

【実施回数】２回（１回目は３店舗、２回目は５店舗） 

 

 

⑥薬物濫用防止に関する施策を最新の科学的知見に基づいて実施するための調査

研究等（第６条関係） 

 
 ○医薬品の過剰摂取（オーバードーズ）が原因と疑われる救急搬送人員の調査（令和６年３

月公表） 

【実施主体】保健医療部医療局薬務課 

【調査対象】消防本部（局） 県内 24 本部（局） 

【調査対象期間】令和２年１月から令和５年 12 月までの４年間 

【調査結果概要】 

・ 医薬品の過剰摂取（オーバードーズ）が原因と疑われる救急搬送人員は年々増加してお

り、特に 10 代及び 20 代の増加が顕著である。（搬送人員のうち 10 代・20 代が占める

割合が 37％から 45％に増加、人員は 1.5 倍） 

・ 全体の７割を女性が占め、全年代で女性のほうが多い。 

・ 国が行った調査結果と傾向は同様であった。(対象期間：令和２年１月～令和５年６月) 
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３ 条例の規定による事業等の実施状況及び成果並びに今後の取組 

 

  本県では、「第六次茨城県薬物乱用防止五か年戦略」（2024～2028 年度）を策定し、「茨

城県薬物の濫用の防止に関する条例」に規定する下記の各種の取組みについて、関係機

関と連携を図りながら総合的に実施しているところ。 

 

（１）「ダメ。ゼッタイ。」普及運動 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 

最終予算額 

［千円］ 

今年度 

当初予算額 

［千円］ 

【前年度の実

施状況及び

成果】 

 

・「ダメ。ゼッタ

イ。」普及運

動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（第７条関係） 

家庭・地域での薬物根絶意識の醸成と未然防止の

ための取組強化、広報・啓発の強化 

○「ダメ。ゼッタイ。」普及運動（6/20～7/19）県内 12 箇

所開催、約 11,450 人に啓発 

○麻薬・覚醒剤・大麻乱用防止運動 （10/1～11/30）県内

18 箇所開催、約 11,100 人に啓発 

○「青少年の健全育成に協力する店」（コンビニエンスス

トア、書店、カラオケボックス等）の登録店舗割合は

95.8%となった。 

○作成したＰＴＡ指導者研修資料を活用し、各ＰＴＡ団体

が「ＰＴＡ指導者研修会」を実施。 

○大麻を含む違法薬物に関するポスターやチラシ等を配

付し、公共施設等に掲示。 

○キャンペーン等での啓発チラシ 17,000 枚を配布の他、

県 HP や SNS 等の各種媒体を活用し、県民へ啓発。 

○高校野球県予選会場(5 球場)で啓発用横断幕の掲示 

○不正大麻・けし撲滅運動 

 けし 9,675 本(133 か所)抜去 

○薬局、市庁舎等にポスターを掲示（ポスター539 枚、リ

ーフレット 1,007 枚配布） 

○映画館２か所で夏季の長期休みに合わせて啓発映像を

上映（約 17 万人） 

○ドラッグストアの新聞折り込み広告で、薬物乱用防止啓

発（合計 4回、各 55 万枚） 

○電車内広告（常磐線・水戸線、TX）、私鉄バス車内広告

及び車内放送（私鉄バス 124 台）を実施 

○運転免許試験センターのモニターにて啓発映像放映 

○オーバードーズや大麻乱用問題に対して SNS を活用し

た啓発を実施 

○県広報紙「ひばり」(79 万部)掲載 

○ラジオ広報 (11 日間) 

○街頭補導を通じて、有職・無職少年に対して大麻乱用防

止カードを手交。 等 

 

4,875 
(R5 最終予

算額(「ダ

メ。ゼッタ

イ。」普及

運動費)) 
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  【成果】 

キャンペーンや様々な媒体での啓発により、地

域での薬物根絶意識の醸成と未然防止の啓発をす

ることができた。 

【今後の取組】 

 

・「ダメ。ゼッタ

イ。」普及運

動 

 

県 
 

薬物根絶意識の醸成のため、『第六次茨城県薬物

乱用防止五か年戦略』として、上記事業をさらに

推進していく。 

なお、大麻乱用は若年層を中心に高い水準で推

移しており、「ダメ。ゼッタイ。」普及運動等におい

て、この層に対して積極的に啓発を行う。 

また、新たに若者に広まるオーバードーズ問題

についても、重点的に啓発を行うこととし、薬物

依存等の危険性だけでなく、薬の適正使用や、悩

みの相談窓口も同時に啓発していく。若年層をタ

ーゲットとするため、啓発にはデジタル広告やSNS

等も活用する。 

引き続き、県内で濫用のおそれがある物質を「知

事指定薬物」として指定することにより県独自の

規制を行う。 

5,613 
 (R6 当初予

算額(「ダ

メ。ゼッタ

イ。」普及

運動費)) 

 

（２）覚醒剤等薬物乱用防止推進事業 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 

最終予算額 

［千円］ 

今年度 

当初予算額 

［千円］ 

【前年度の実

施状況及び

成果】 

 

・覚醒剤等薬物

乱用防止推

進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第８条関係） 

学校における薬物乱用防止教育及び啓発の充実 

＜薬物乱用防止教室＞ 

○学校に対し、「薬物乱用防止教室」を学校保健計画に位

置付け、中学校・高等学校は、年１回の開催を周知した。 

○薬物乱用防止教室開催状況（公立学校） 

小学校    91.7％ 

中学校    98.7％ 

高等学校   100％ 

「薬物乱用防止教室」参加人数 

 中学校・高等学校 生徒 約 54,746 人 

 教員  約 3,507 人 

保護者  約 617 人 

その他  約 234 人 

○各私立学校の薬物乱用防止教室の実施状況 97.8％ 

○警察でも少年の薬物乱用実態に即した薬物乱用防止教

室を実施。 

＜薬物乱用防止派遣講師のスキルアップ研修関係＞ 

○薬物乱用防止指導員スキルアップ研修会 

○ライオンズクラブ薬物乱用防止教育認定講師養成講座 

 

 

1,801 

 (R5 最終予

算額(覚醒

剤等薬物乱

用防止推進

費)) 
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【成果】 

学校での普及運動に関わる薬物乱用防止指導員

等に依存症に関する知識や対応方法についての習

得を促進することができた。また、教育庁と連携

し中学校及び高等学校での開催と小学校では地域

の実情に応じて開催することができ、青少年に対

し、薬物乱用の危険性や有害性について、具体的

に指導することができた。 

 

（第９条関係） 

本人・家族等への支援体制の充実、相談窓口の設置 

○精神保健福祉センター・保健所職員による実績 

・来所相談：44 件、電話相談：216 件、 

その他（オンライン、メール相談等）：23 件 

・家族教室：23 回開催、延 111 名参加 

・薬物依存症回復プログラム：50 回実施、延 306 名が

参加 

・薬物依存症者の社会復帰等を行っている民間団体ス

タッフの協力のもと、回復者の立場から助言を得た。 

・水戸保護観察所の家族相談会：個別相談会 3回、薬物

依存問題についての講話：1回 

○病院ホームページにおいて、依存症関連問題外来の紹介

や、薬物依存症の理解と対策などについての情報提供。 

・病院における家族教室の実施 

実施回数：17 回、延べ参加者数：50 名 

○更生緊急保護の対象となる薬物事犯者で、本人から申出

によるダルク等の民間支援施設へ入所者：16 人。 

【成果】 

薬物問題を抱える本人や家族に対し、様々な角

度から薬物依存症に関する正しい理解や対処法に

ついて助言することにより、治療・回復のサポー

トをすることができた。また、関係機関との連携

しながら対応することで、より専門的な支援を提

供することができた。 

 

（第９条関係） 

薬物依存症者等への医療提供体制の強化 

○外来診療において通院治療を行うとともに、入院により

解毒や精神病症状の治療プログラムを積極的に行った。 

・依存症関連問題外来の実績 

相談件数：1,773 件 

初回相談：64 件、再来相談：1,709 件 

・入院治療者実績（人）：69 人 

・SMARPP（物質使用障害治療プログラム）の実施 

実施回数：50 回（延べ参加者数：316 名） 

○薬物事犯保護観察対象者の受理人数 156 人（うち保健医

療機関による治療・支援を受けた者の人数７人） 

○薬物再乱用防止プログラムの受講を特別遵守事項で義

務付けられている保護観察対象者は 82 人。 
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【成果】 

依存症専門外来のほか、従来から入院でも依存

症の患者を受け入れており、症状悪化などの緊急

時にも対応している。治療の早期介入や SMARPP に

より治療の効果が上がっている。 

 

（第 10 条・第 11 条関係） 

茨城県薬物指定審査会 

○指定状況：15物質、審査会：５回開催 

【成果】 

県内で濫用のおそれがある危険ドラッグや大麻

類似成分について「知事指定薬物」として指定し、

県内での濫用を未然に防ぐことができた。 

【今後の取組】 

 

・覚醒剤等薬物

乱用防止推

進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

薬物根絶意識の醸成のため、『第六次茨城県薬物

乱用防止五か年戦略』として、上記事業をさらに

推進していく。 

なお、大麻乱用は若年層を中心に高い水準で推

移しており、「ダメ。ゼッタイ。」普及運動等におい

て、この層に対して積極的に啓発を行う。 

また、新たに若者に広まるオーバードーズ問題

についても、重点的に啓発を行うこととし、薬物

依存等の危険性だけでなく、薬の適正使用や、悩

みの相談窓口も同時に啓発していく。若年層をタ

ーゲットとするため、啓発にはデジタル広告やSNS

等も活用する。 

 

引き続き、県内で濫用のおそれがある物質を「知

事指定薬物」として指定することにより県独自の

規制を行う。 

1,998 
(R6 当初予

算額(覚醒

剤等薬物乱

用防止推進

費)) 

 

（３）麻薬取扱者等指導対策事業 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 

最終予算額 

［千円］ 

今年度 

当初予算額 

［千円］ 

【前年度の実

施状況及び

成果】 

 

・麻薬取扱者等

指導対策事

業 

県 

 

（第 12 条・第 13条関係） 

麻薬関係施設に対する立入検査 

○麻薬関係施設立入検査を以下のとおり実施 

 麻薬関係 向精神薬 

関係 

麻向原料 

関係 

覚醒剤 

関係 

立入 

検査数 
1,355 1,552 34 1,426 

違反 

事業所数 
10 0 0 3 

【成果】 

立入検査による指導により、麻薬等の不適正使

用を未然に防ぐことができた。 

4,294 
(R5 最終予

算額(麻薬

取扱者等指

導対策費)) 

 

8



 

 

（第 12 条・第 13 条関係） 

危険ドラッグ販売店等に対する立入検査 

○県警と危険ドラッグ販売店等に関する情報を共

有し、店舗管轄警察署と合同で立入を実施した。 

・対象店舗：５店舗 

・実施回数：２回 

（１回目は３店舗、２回目は５店舗） 

→１回目：HHCH（薬物の成分）の指定（12/2 施

行）直前 

 →２回目：大麻成分包括指定（1/6 施行）後 

【成果】 

県内で濫用のおそれがあるとして指定した「知

事指定薬物」を含む危険ドラッグや大麻類似成分

について、県内での濫用を未然に防ぐことができ

た。 

【今後の取組】 

 

・麻薬取扱者等

指導対策事

業 

県 

 

本年度も計画に基づいて麻薬関係施設立入検査

を実施する。 

麻薬関係施設立入検査に関しては、新たな物質

が指定薬物として指定され、かつ当該物質を対象

店舗が取り扱っている可能性が高い時期で、立入

検査が効果的と思料される時期に実施予定。 

また昨年度末、店舗が一つ増えたことから、県

警と連携し、今年度早期に改めて立入検査を実施

予定。 

4,763 
(R6 当初予

算額(麻薬

取扱者等指

導対策費)) 

 

（４）県薬物乱用防止指導員協議会運営事業 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 

最終予算額 

［千円］ 

今年度 

当初予算額 

［千円］ 

【前年度の実

施状況及び

成果】 

 

・県薬物乱用防

止指導員協

議会運営事

業 

県 （第７条・第８条関係） 

県薬物乱用防止指導員協議会運営費の補助 

○学校や地域での薬物乱用防止普及関わる茨城県

薬物乱用防止指導員協議会に対し運営費として

補助 

【成果】 

青少年を中心に、薬物乱用の危険性や有害性に

ついて、具体的に指導することができた。 

 

2,000 
(R5 最終予

算額(県薬

物乱用防止

指導員協議

会運営費)) 

 
 

【今後の取組】 

 

・県薬物乱用防

止指導員協

議会運営事

業 

県 

 

引き続き茨城県薬物乱用防止指導員協議会に対

し運営費として補助を行い、学校や地域での薬物

乱用防止普及をさらに推進していく。 

特に令和６年度は、オーバードーズや大麻の若

者における乱用問題を重点的に、指導員に研修を

行い、普及啓発を図っていく。 

2,000 
(R6 当初予

算額(県薬

物乱用防止

指導員協議

会運営費)) 
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（５）薬物特定相談事業 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 

最終予算額 

［千円］ 

今年度 

当初予算額 

［千円］ 

【前年度の実

施状況及び

成果】 

 

・薬物特定相談

事業 

県 （第９条関係） 

薬物相談指導業務のネットワークの整備 

○薬物乱用・依存に関する相談指導業務の中核で

ある精神保健福祉センターにおいて専門相談員

（会計年度任用職員）を配置し、相談指導業務

のネットワーク整備を図った。 

○精神保健福祉センター・保健所職員による実績

【再掲】 

・来所相談：44件、電話相談：216 件、 

その他（オンライン、メール相談等）：23 件 

・家族教室：23回開催、延 111 名参加 

・薬物依存症回復プログラム：50 回実施、延 306

名が参加 

【成果】 

薬物乱用・依存という専門的分野の相談を通し

て、薬物乱用・依存者の早期発見と早期対応を図

ることができた。 

3,532 
(R5 最終予

算額(薬物

特定相談事

業費)) 

 

【今後の取組】 

 

・薬物特定相談

事業 

 

県 引き続き精神保健福祉センターに専門相談員を

配置し、相談指導業務のネットワーク整備を図る。 

特に相談者への適切な対応を行えるよう、精神

保健福祉センターと保健所職員との合同の研修を

実施し、ネットワークの充実強化を図る。 

4,149 
(R6 当初予

算額(薬物

特定相談事

業費)) 
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